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要約
　本稿は、前稿（北村, 2025）で提示した資産動学に基づく「不均衡を内包する均衡理論」を、熱力学及び統計力学の概念を導入することで深化させ、経済成長の持続可能性やイノベーションの創出といった質的発展論への橋渡しを目指したものである。前稿では、資産選好と資本の拡散により不均衡が常態化するモデルを提示したが、本稿では、これを資産水準を資産収益率で除した「実効資産ポテンシャル」が資金移動の駆動源となるモデルへと拡張した。これにより、各国の資本効率がその軌道を規定するメカニズムを明らかにする。
　このモデルでは、各経済は、効用最大化を旨とする主体的均衡と、資産動学に基づくエントロピー増大への圧力との緊張関係の下にある。そのうえで、多国間データを用いた考察を通じて、世界経済全体が「資金を集めて自己組織化する経済」と「資金を拡散・散逸させる経済」へと分化している実態を示す。本稿は、世界経済をこれら異なる相にある経済が織りなす「散逸構造」として捉える新たな視座を提示する。
　以上の分析に基づけば、経済システムを持続可能なものとするためには、イノベーションの促進や再分配による「澱み」の払拭を通じて、系内部の資産ポテンシャルの勾配を適切に保つ必要がある。経済学で言う均衡は、物理学で言えば「熱的死」であって、経済学が目指すべきはその実現ではなく回避であり、その際、不可欠なのが、システムの「エントロピー管理」の視点であると提唱する。
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Asset Dynamics and Dissipative Structures in Open Economies
Economics as a Prescription for the "Thermal Death" of Equilibrium
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Abstract
This paper deepens the "Equilibrium Theory Endogenizing Imbalances" based on asset dynamics, as presented in the previous study (Kitamura, 2025), by incorporating concepts from thermodynamics and statistical mechanics. The objective is to bridge to a qualitative theory of development, encompassing issues such as the sustainability of economic growth and the creation of innovation. While the previous work proposed a model where imbalances are perpetuated through asset preference and capital diffusion, this study extends the framework into a model where "effective asset potential"—defined as the asset level divided by the rate of return on assets—acts as the driving force behind capital flows. It demonstrates a mechanism in which the capital efficiency of each nation significantly determines its economic trajectory.
Consequently, this paper reveals that individual economies exist under a tension between "subjective equilibrium" aimed at utility maximization, and the "pressure of entropy increase" inherent in asset dynamics. Through observations using multilateral data, the global economy has polarized into "self-organizing economies" that concentrate and accumulate capital, and "diffusive economies" that primarily disperse and dissipate capital. This paper presents a novel perspective that views the global economy as a "dissipative structure" maintained through the interdependence of these distinct phases.
Based on this analysis, the paper argues that for an economic system to remain sustainable, it is essential to maintain the gradient of asset potential within the system properly by eliminating "stagnation" through innovation and redistribution policies. Ultimately, this paper proposes that what economics terms "equilibrium" is equivalent to "thermal death" in physics; therefore, the goal of economics should be the avoidance rather than the realization of such a state, making the perspective of "entropy management".
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１.　序論：「不均衡を内包する均衡理論」からの視座
　前稿「開放経済における持続的不均衡について」（北村, 2025。以下、「前稿」と記載。）では、一般的なラムゼイモデルに資産動学の力学を導入した。このことで、グローバル・インバランスや長期デフレ均衡、資産と所得の格差拡大など、今日の世界経済が直面する課題の根底に潜むメカニズムを明らかにしている。そこで示されたのは、ベーシックな消費と貯蓄の最適化行動モデルに金融資産からの効用や資産選好、開放経済を前提とした資本の拡散を組み込むとともに、横断性条件の再定義を行うことで、資産収益率と時間選好率の乖離が維持されたまま、個々に多様な資産水準や対外収支の下にある経済が併存し得る点である。
　このモデルが描くのは、系全体としては均衡を保ちながら、その内部に様々な不均衡を抱えた経済が存在し、それらが各々の過不足を互いに打ち消し合う姿であり、いわば「不均衡を内包する均衡理論」と呼ぶべき経済像である。それは、たとえ合理的な経済主体が効率的な市場の下で最適化行動を行ったとしても、その行き着く先は標準モデルが描く均一に整った網目のような経済社会ではなく、個々の経済や経済主体が相互に凸凹を補い合うジグソーパズルのような経済社会であることを意味する。この見方は、次のような問いを解明するための理論的基盤を提供する。
・　なぜある国は慢性的に債権国であり、別のある国は債務国であり続けるのか。
・　貿易・投資の自由化や規制緩和が進んでも、国や地域、人々の間での格差が拡大するのはなぜなのか。
　本稿は、この理論をさらに深化させ、前稿で整理した量的な均衡・不均衡の理論を、経済成長の持続可能性やイノベーションの創出など質的な発展論へと橋渡しすることを目的とする。具体的には、前稿の資産動学式の一部、特に経済外との資本や資金の流入出に係る部分に資本効率の観点から改良を加え、オイラー方程式や定常状態条件の再導出を行うとともに、その過程で経済学的エントロピーや実効資産ポテンシャル、資本飽和係数といった本稿独自の概念を定式化する。また、その妥当性について、多国間データを用いて考察を行う。
　この結果、前稿で提示した「不均衡を内包する均衡」の下、資本効率が高い経済ほど高い資産水準を維持しやすく、集積が集積を呼ぶ自己組織化のメカニズムが作用し得ることを示す。そのうえで、世界経済全体を、資金の集中・自己組織化や拡散・散逸の観点で異なる相の下にある経済が織りなす散逸構造として捉え直す。
　経済や均衡・不均衡をこのように捉え直すことで、現実経済における様々な現象に新たな解釈を与えることができる。例えば、慢性的な経常収支赤字を抱えるアメリカ経済がなぜかように創造性に富み、先端分野を切り開き続けてきたのか、日本やドイツ、あるいは中国のように産業基盤が強固で経常収支黒字を維持する経済がなぜ停滞しているのか、新興国が発展段階で中進国の罠に陥りやすいのはなぜなのか、などの問いである。
　なお、本稿で経済学の枠組みを超え、熱力学や統計力学といった物理学的概念をあえて参照するのは、前稿で提示した「不均衡を内包する均衡理論」を記述するにあたり、既存の標準理論においては適切な分析的枠組みが未だ十全に構築されていないと考えるからである。そもそも近代経済学の数理構造は、その揺籃期において古典力学の均衡概念に深く依拠してきた。しかし、物理学自体がその後、熱力学、統計力学、あるいは量子力学を経て、世界を動的な複雑系などとして捉えるよう世界観を劇的に変遷させてきたのに対し、経済学は依然として静学的な均衡の規範性に強く規定されている。
　前稿及び本稿の根底には、この均衡概念が一種のドグマと化すことで、現実経済の不可逆的で構造的な不均衡という現実を正面から受け止め、それらをプラグマティックに記述することを避けてきたのではないか、という強い問題意識がある。このため、こうしたドグマを相対化する意味で、あえて経済学の外の学術的な知見や経験、系譜を援用する必要があるとの立場に立つ。
　以下、第2章では関連する先行研究を概観し、特に経済の成長や発展と均衡・不均衡の関係について、新古典派理論から進化経済学・複雑系経済学までを俯瞰し、さらに熱力学や統計力学におけるエントロピー概念との関係を吟味する。第3章では、前稿のモデルを再検討し、オイラー方程式や定常状態条件から得られる経済学的示唆として、経済学的エントロピーをはじめ独自の概念を提示しながら、資本効率と資産蓄積の関係を数理的に検討する。第4章では、これらの考え方を定量的及び定性的観点から現実事象に当てはめ、その妥当性を検証するとともに、政策的含意を探る。最後に終章で、本稿の総括として、得られた知見に基づく今日の世界経済への評価と、システムの持続可能性を担保する上での政策的課題を提示する。
２.　経済学と不均衡、及びエントロピーについて
2.1　均衡概念の規範性と成長理論の系譜
　本節では、経済学における均衡概念の規範性と、それが成長理論にどのように継承されてきたかを整理する。
　経済学における均衡は、需給のバランスを示す単なる分析概念にとどまらず、しばしば規範的な意味合いを帯びてきた。ワルラス以来の一般均衡理論は、競争均衡がパレート効率的であることを示し、均衡を「誰もがそれ以上の改善を望まない効率的な状態」と位置づけた。厚生経済学の基本定理は、競争均衡とパレート効率性が同値であることを明らかにし、「均衡とは望ましい状態である」との理論的基盤を与えた。こうした規範性は、経済政策においても「市場均衡は望ましい」との前提を補強し、政策介入を抑制してきた。
　この均衡概念の規範性は、マクロ経済学の成長理論にも継承された。新古典派成長理論においては、ソロー・モデルが外生的な技術進歩の下で経済が定常成長経路に収束することを示した。ここでの均衡は、資本蓄積と人口成長のバランスの上に成立する安定的な点であり、長期的には一国の経済が必然的に到達する先とされた。また、資本の限界生産力の逓減を前提に、資本の少ない国ほど高成長を遂げ、やがて豊かな国に追いつくとされた。均衡は、安定性と効率性を兼ね備えた「望ましい状態」であり、経済はやがてそこに行き着くものとして描かれたのである。
　その後の内生的成長理論は、ソロー・モデルで外生的に扱われてきた技術進歩や人的資本の蓄積を内生化した。ローマーのモデルは知識の外部性を、ルーカスのモデルは人的資本の蓄積を成長の源泉として組み込み、持続的成長を説明しようとした。これにより、成長の源泉は経済主体の行動や制度的環境に規定されるものとして示された。しかし、それでも均整成長経路という安定的な軌道の存在が前提とされ、均衡は依然として「安定的」で「効率的」で「望ましい」状態とみなされ続けている。
　しかし、現実の経済はこうした理論が描く理想像とは大きく異なる。前稿の議論の糸口としても取り上げたグローバル・インバランスは、各国の経常収支が長期にわたり固定化する現象だが、標準モデルでは均衡への収束が前提であるため説明が難しい。長期デフレ均衡は、実質金利が高止まりし、需要不足が慢性化する状態だが、標準モデルにおいては「自律調整メカニズム」が機能することが前提となっているため、その持続性を説明できない。所得や資産の格差拡大もまた、標準理論では一時的な摩擦などとしてしか扱えず、定常的で構造的なものとなっている現状を説明することは困難である。
　加えて、最近では生成AIなどIT産業の発達とあらゆる産業分野への浸透によって、従来の限界生産力の逓減を前提としたモデルの妥当性自体が問われている。大規模な固定資本を必要とせず、知識の創発やネットワーク経済性など収穫逓増効果が無視できないこれらのセクターが経済成長を駆動する中、モデルの前提自体がもはや現実から乖離しているのではないかといった問題意識である。
　前稿では、こうした既存理論の限界を踏まえ、資産経済のメカニズムを組み込んだ開放経済モデルを提示した。横断性条件を資産価値の評価の観点から再定義することで、資産収益率と時間選好率の乖離が資産選好や資本の拡散によって維持され得ること、このことによって、資産水準や対外収支が異なる複数の定常状態が併存し得ることを示した。従来の均衡論が不均衡を一時的な逸脱とみなしたのに対し、前稿は各経済の不均衡を系全体の均衡の下にある持続的な構造として組み込んだ点に新規性がある。すなわち、系全体では均衡を保ちながら、内部に多様な不均衡が持続的に存在する「不均衡を内包する均衡理論」である。
　本稿は、この前稿の視角をさらに発展させる。すなわち、均衡と不均衡の意味を、前稿の定常状態条件に物理学のエントロピー概念を結びつけて再検討することによって、従来の厚生経済学や成長理論が前提としてきた「均衡＝望ましい安定」という理解を逆説的に問い直すとともに、そのことが経済成長の持続可能性や産業や社会の質的発展にどのように帰結するのかを理論的に基礎づけることを目的とする。
2.2　不均衡と創発を重視する理論群と異端の視角
　均衡を「規範的で望ましい安定点」とみなし、経済がそこへ収束することを前提とする主流の理論に対し、不均衡の下での創発をこそ重視する理論群も存在する。
　標準的な成長理論やマクロ動学モデルも形式上は動学的な調整過程を描くが、その動学は、最終的に均整成長経路や定常状態への収束を前提としている。これに対し、不均衡や創発を重視する理論群は、均衡を理想的な安定点ではなく、動的な過程の一局面とみなし、むしろ不均衡にこそ経済発展の源泉を見出す。
　まず、しばしば取り上げられるのがシュンペーター（Schumpeter, 1934,1942）である。彼は「創造的破壊」という概念を通じて、資本主義の本質を既存の均衡の破壊と新たな均衡の創出とが循環的に繰り返される過程に見出した。新しい技術や企業が既存の産業構造を破壊し、その過程で新たな均衡が形成される。ここでの均衡は、標準理論が描く規範的で望ましい安定点ではなく、破壊と創造のダイナミズムの中で絶えず更新される一時的状態にすぎない。
　次に、ネルソンとウィンターらによる進化経済学（Nelson and Winter, 1982）は、企業や技術の多様性を経済進化の駆動力と捉えた。彼らは企業行動をルーティンとしてモデル化し、合理性や最適化を通じてではなく、限定合理性を許容したうえで、その下での模倣や淘汰のプロセスが進むことで技術革新が生じるとした。ここでも、均衡は存在しても一時的なものに過ぎず、むしろ多様性の下で不均衡が持続することこそが経済進化を可能にする。
　あるいは、アーサーやホランドらの複雑系経済学（Arthur, 1994; Holland, 1995）は、経済を、多数の異質な主体が相互作用する非線形システムとして捉えた。アーサーは、増収効果や経路依存性を通じて初期条件のわずかな差異が長期的に大きな差異を生むことを示し、シリコンバレーのような産業集積の形成を説明した。また、ホランドは、経済を複雑適応系として分析し、経済主体が環境に応じて学習し、適応する過程を重視した。これらにおいては、局所的な相互作用からマクロ的な秩序が創発される自己組織化のメカニズムが重視され、均衡はやはり一時的な秩序にすぎないと捉えられている。
　さらに、この文脈においては、ジェーン・ジェイコブスの都市経済に関する議論（Jacobs, 1969）も傾聴に値する。彼女は、都市や地域の経済におけるイノベーションの源泉として、「輸入代替」を論じた。都市は常に外部からの移輸入を抱えるが、それを域内で代替する動機とプロセスこそが新しい産業や技術を生み出す。さらに彼女は、都市を知識のハブとして捉え、多様な人々や活動が集うことが小規模な実験を可能にし、それが累積して大きな革新につながると主張した。都市間の相互依存関係や不均衡の連鎖、さらにはその中での模倣や淘汰、創発のプロセスが経済発展を駆動するという視点は、進化経済学や複雑系経済学とも響き合う。
　このように見れば、均衡を「規範的で望ましい安定点」とみなすのではなく、不均衡や創発の連鎖こそが経済の成長や発展を生むという視点が浮かび上がる。本稿の「不均衡が創発の源泉である」という整理は、これらの理論群や異端的視角に負う面も大きい。
2.3　エントロピー概念の経済学への応用
　第一節で見たように、従来の理論は均衡を規範的で望ましい安定点とみなしてきた。他方、第二節で述べたように、その一方で不均衡こそが創発やイノベーションの源泉であると主張する議論もある。
　では、議論をさらに掘り下げるために、どのような概念的枠組みが有効だろうか。本節では、物理学におけるエントロピー概念を参照し、その経済学的応用の可能性を示す。
2.3.1　物理学におけるエントロピー概念と経済学的応用の可能性
　エントロピーとは実によくできた概念である。それは、熱力学や統計力学などの物理学や情報理論で用いられる数理的根拠であるだけでなく、比喩的な意味では、例えば「覆水盆に返らず」「形あるものは必ず壊れる」などの不可逆的な現象や事象—散らかるばかりで片付かない部屋、経年劣化する空き家、老いて衰える一方の私達など—を言い表す際にも使われる。
　そうであれば経済学にもうまくあてはまりそうなものだが、それがそう簡単ではない。だからこそ、ここに経済固有のメカニズムが潜んでいるのではないか、というのが問題意識である。
　熱力学において、エントロピーとは、熱の移動や物質の拡散などの不可逆過程で必ず増大する状態量である。熱は温度が高いところから低いところへと自発的に移動し、その逆はあり得ない。エントロピーの変化量は熱を温度で割った値で表されることから、一定の熱量が温度の高いところから低いところへ移動すれば、前者で減少するエントロピー以上に後者で増加するエントロピーの方が大きく、系全体のエントロピーは増大する。
　さらに、この反応は、やがて系全体の温度が同一となる平衡状態に至るまで続く。エネルギーは保存される一方、エントロピーは増大し続けるのが、熱力学においてマクロ的な動学を扱う基本構図となっている。
　一方、統計力学では、エントロピーとは系の状態数の多寡を示す指標であり、このことをもって、より一般的には状態の「乱雑さ」や「無秩序さ」を表象すると解されることも多い。ある状態において、温度や質量、体積などのマクロ的な物理量が同一であっても、原子や分子などの素粒子がどのように分布しうるかは多様である。その場合の数（微視的状態数）の対数に、熱力学的エントロピーとの整合を保つためにボルツマン定数を乗じたものが統計力学的エントロピーとして定義される。
　ちなみに、ここで対数が用いられるのは、エントロピーを相加変数、つまり、加法性のある状態量として扱うためとされている。
　だが、経済学は、その草創期において古典力学など物理学に多くを依拠したにも関わらず、このエントロピー概念を長らく周縁に置いてきた。この点について、例えばミロウスキー（Mirowski, 1989）は、近代経済学、特に新古典派の均衡理論が、古典物理学における「エネルギー保存則」の数理体系を形式的に模倣することで成立したことにその遠因を求めている。彼によれば、物理学が熱力学や統計力学へと発展し、エントロピーの増大と運動・反応の不可逆性を組み込んだ動的な体系へと進化した後も、経済学は静学的かつ決定論的な古典力学の枠組みに固執し続けた。その結果、経済学は、第一節で述べたような均衡の規範性を自明の前提とする閉じた系に引きこもり、現実の経済が内包する動的な変化や構造的な不均衡を捉える力を失ったとしている。
　本稿によるエントロピー概念の導入は、こうした「150年越しの知的なボタンの掛け違い」を解消し、経済理論を現代経済の現実に即して再定義しようとする試みの一つである。
　そのうえで、経済学へのエントロピー概念の応用という点では、まずジョージェスク＝レーゲン（Georgescu-Roegen, 1971）に端を発する生態経済学の系譜がある。彼は経済プロセスを「低エントロピーな資源・エネルギーを摂取し、高エントロピーな廃棄物を排出する不可逆的な流れ」として捉えた。この視点は、資源の有限性や環境負荷による成長制約、さらに近年のいわゆる「脱成長論」へとつながる重要な示唆を含む。
　とはいえ、これらの議論の主眼は、あくまで経済システムに対してその外部から物理的・環境的制約を課すことに置かれており、本稿の主たる関心事ではない。本稿のねらいは、これら外生的な制約以前に、純粋な経済システムの内部的挙動、すなわちマクロな実体経済面での最適化行動と、資産経済面での資金移動が織りなす動学的なメカニズムの解明にある。
　また、もう一つの系譜として、ヤコヴェンコ（Yakovenko, 2009）らに代表される経済物理学のアプローチがある。彼らは統計力学の手法を援用し、貨幣の交換を粒子間のエネルギー交換と見なすことで、所得や資産の不平等な分布がエントロピー増大則に基づく「実現確率が高い状態」として自然に導き出されることを示した。このこと自体は、所得や資産の偏在や格差をいわゆる市場の失敗としてではなく、市場や競争の下での必然的な結果として描き出した点で画期的である。
　とはいえ、経済的な不均衡を熱的平衡の結果と見なすことは、これら物理学的な平衡概念が、経済学における均衡概念との類似性を有することからすれば直観的に理解しがたい。さらに、物理学的な平衡状態が「熱的死」という言葉に象徴されるよう、自発的変化が生じない世界を意味することから、その先の経済学的展開を不自然に制約してしまう懸念も否めない。このため、本稿はこの立場には立たない。
　これらに対し、本稿はバインホッカー（Beinhocker, 2006）が提示した「非平衡な散逸構造としての経済観」をさらに一歩進める立場をとる。彼は、経済を外部からエネルギーや情報を取り込み、秩序を自己組織化していく進化的なシステムと捉えた。本稿はこうした経済観を、資産経済におけるエントロピー増大の圧力と、実体経済における主体的均衡との間の動的な緊張関係として定式化することを試みる。
　すなわち、本稿におけるエントロピー概念は、単なる環境的制約や静学的な統計結果ではない。それは資産動学を駆動する「力学」そのものであり、その圧力の下で、いかにして主体的均衡が達成され、あるいは系が「熱的死」を免れて新たな秩序を形成していくのか、この動的なプロセスを記述することを目的とする。
2.3.2　「資産動学」とエントロピー概念
　以上の問題意識に基づき、以下ではまず、資産分布とエントロピー概念との関係について整理を行う。以下では、議論の前提として、系全体は複数の経済からなっており、これら個々の経済は当該経済を取り巻く他経済に対して開放系であると考える。例えば、系全体が世界経済で、個々の経済は各国・各地域の経済というわけである。そのうえで、焦点はこれら個々の経済の挙動と系全体の状態にある。
　まず、物理学であれば、熱の移動であれ物質の拡散であれ、物質やエネルギーが全体に満遍なく行き渡った状態こそ、微視的状態数が最も多くなる。故にこれら平衡状態ではエントロピーが最大となり、これは不可逆的な化学変化の行き着く先である。これを経済の、特に実物資本や金融資産など前稿及び本稿で言うところの「資産動学」の観点で捉えれば、系に存在する各経済に資金が満遍なく行き渡り、ストックである資産水準がある程度平準化した状態とみなせる。市場での競争の結果として系全体の資産収益率が一定水準に収斂し、系外からの何らかの作用がなければそれ以上の自発的変化が生じ得ない、つまり、経済学で言う均衡に等しい。
　これは、前稿のモデルで言えば、資産水準の差異に基づく資本の拡散プロセスに通じ、限界生産力の逓減を前提とすれば、資産水準が低く限界生産性が高い、すなわち資産収益率も高い方向への資金の散逸である。故に、この力学に基づく資金移動は、系全体のエントロピーを増大させる方向に作用すると考えられる。
　だが、物理と経済との違いは、現実の資金移動がこの拡散プロセスのみでは単純に語れない点にある。これほどまでに金融技術が発達し、制度面での自由化・規制緩和が進み、資本市場の融合・一体化が進んだ今日でも、国や地域の間での資産や資本の蓄積には依然、大きな差異がある。その結果、資産水準が高いところに資金が集中・滞留し、十分に拡散しているとは思えない現象も多い。例えば、地方の家計の貯蓄超過などの余剰資金を企業の成長資金として吸収し、成長・発展し続ける都市経済であるとか、基軸通貨への信認もテコに、世界中から資金を集めて先端産業を切り拓き続けるアメリカ経済などである。
　限界生産力の逓減を前提とすれば、資産水準が高い国や地域へ資金が集中・滞留するのは一見、不可解である。だが、それを理論と整合的に整理するなら、これらの国や地域は、その資産水準の高さにもかかわらず、資産収益率も高いことになる。この場合、市場均衡を前提とすれば資本の限界生産性が高いことに等しい。
　こうしたケースでは、資金は系全体に拡散するのではなく、特定の国や地域に集中する。よって、図１に示すように、とりうる微視的状態数は相対的に少なくなることから、系全体のエントロピーは減少する。
　もちろん、それは物理で言うエントロピー増大則に抗う変化であり、あえて状態数が少なく、実現確率が低い状態が選択されることを意味する。故に、そうした集中・滞留のプロセスは、拡散へのプロセスほどには自明ではない。実際、図１のケースでは、系Aのあらゆる微視的状態数の中で系Bのような状態が占める割合はほぼ0％であることから、系Bのような状態の実現はそれほどまでに稀にしか起こり得ない。
　理論的にはそうでありながらも、現実経済ではこうした不均衡が慢性化・常態化し、時々の浮沈はあれども長い時間軸で見れば経済は成長・発展してきた。収益期待によって特定の経済に資金が集中・滞留し、そのことでさらなる技術革新や企業の成長、産業基盤の発達が促され、生産性の向上を通じて資産収益率が一層上昇し、さらに資金が集中・滞留するという、一種の自己組織化プロセスと考えるべきなのだろう。
　不均衡こそイノベーションの源泉と考える本稿では、その力学やメカニズムの理解は重要な関心事である。
　この点を、引き続き熱力学なり物理学のアナロジーで考えると、注目すべきはギブスエネルギーやポテンシャルエネルギーという考え方である。つまり、資金は確かにエントロピー増大則に沿って系の資産水準を均す方向へと拡散するが、その程度は国や地域ごとの資産収益率や限界生産性の差異によって異なるという見方である。たとえて言えば、水を真っ平らな面にぶちまければ均一に拡散するものの、もし、ところどころに「くぼ地」があれば水たまりができる。各国・地域の資産収益率に差異があって、それらが大きいことがこの「くぼ地」のような役割を果たすと考えるなら、エントロピー増大則に伴う資金の拡散と、こうした「くぼ地」への資金の集中による自己組織化との双方を矛盾なく説明できるように思われる。
　資産の動学とエントロピー、そしてイノベーションとの関係をこのように整理した上で、次章では前稿のモデルの再検討と、そのことを通じた経済学的エントロピーの定式化を試みる。
図１　資産の分布と微視的状態数
　左は、10×10の100個のマスを系全体の経済とし、資産の分布を○で示したもの。
　うち、系Aは記載の出現確率で系全体にランダムに資産を分布させている。一方、系Bは、系全体をα～δの4つの経済に区分するとともに、全体の何割の資産を各経済に配分するかで分布を偏らせたもの。そのうえで、エントロピーの代理変数として各々の微視的状態数の自然対数を算出している。
　この場合、系がとりうる微視的状態数はＡよりもＢの方が少ない。つまり、資産が特定のエリアに偏っている方が、エントロピーは小さくなる。

　なお、系Bにおいては、以下に留意。
ln（全体の状態数）＝ln（αの状態数×βの〃×γの〃×δの〃）
＝ln（αの状態数）＋ln（βの〃）
＋ln（γの〃）＋ln（δの〃）

３.　経済学的エントロピーと実効資産ポテンシャルによる定式化
3.1　資産の分布と経済学的エントロピー
　前節で議論したように、資産動学の観点から経済学的エントロピーを考える場合、資産の空間的な分布がポイントとなる。資産の拡散・散逸はエントロピーを増大させ、特定の国や地域への集中・滞留はエントロピーを減少させる。前者は、限界生産力の逓減を前提とすれば、主に各国・地域における資産水準の差異に起因し、後者は主に資産収益率の差異に起因する。
　よって、前者は同一の生産関数の下での資産水準の相違と捉えることができる一方、後者は仮に資産水準が同一であっても異なる生産関数の下にあって、資産収益率も異なると捉えることができる。このことを、経済学でしばしば見かける資本水準の下でのいわゆる稲田条件を満たす一般的な生産関数との関係で概念的に示すと、図２のとおりである。
　図において、資産水準が異なる経済Aと経済Bがあったとしよう。両者が同一の生産関数上にある場合、つまり、ととの関係では、、つまり、資産水準が低いの方が資産収益率が高いため、資金はから拡散し、系のエントロピーは増加する。だが、経済Bの生産関数が、経済Aに比べて高い技術水準や高度な産業構造を有するなどの理由でである場合、、つまり、の方が資産水準が高くとも資産収益率も高いため、への資金の拡散は生じず、エントロピーも増加しない。そのうえで、仮に経済Aが同じ上のへと移行すれば、資金は再びからへと拡散する。
　この中で、特に重要なのがととの関係である。資産水準が高いのはだが、資産収益率も高いため、資金はではなくに集中・滞留する。言い換えれば、経済Bにおいて、からへの生産関数の変化、すなわち供給側の構造変化による資本生産性（＝資産収益率）の上昇があった場合、資金は当該経済から散逸しづらく、エントロピーも増大しない。
　前節の議論からすると、からへの資金移動がエントロピーの増加によることに対し、からは資金の拡散が生じにくいのは、その高い資本生産性がポテンシャルエネルギーの減少、つまり、前節の例でいう「くぼ地」のような作用があることをうかがわせる。資金が集中・滞留する経済での相互作用が内部結合を強化し、生産性の向上を通じてより少ないコストやエネルギーでも資金が集まりやすくなるといった具合である。














のため、
・資金はからに拡散
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図２　資産水準、資産収益率と資金移動
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・資金はからに拡散
・エントロピーも増加

　実際、この「集積が集積を促す」メカニズムは、経済学では集積利益など外部経済として語られることが多い。例えば、サプライチェーン上の距離が近い企業が集まることで取引コストが削減されるケース、多様な専門的企業や人材の集中で知識・技能の蓄積やスピルオーバーが生じるケース、商店や商業施設などが一定範囲に集約して立地することで広域からの集客が可能になるケースなどである。外部経済を通じた生産性の向上は生産関数の上方シフトに通じるため、これらを資産動学の観点から内部結合の強化、すなわちポテンシャルエネルギーの減少と理解するのも可能だろう。
　現実にも、前節で例示した都市経済なりアメリカ経済など、資産水準が高いにもかかわらず資金を集中・滞留させる経済が存在することは、資産の蓄積自体が生産関数の上方シフトを促す条件や要因となる可能性を示唆する。あるいは、こうした力学が、ITなど知識産業が経済全体を駆動する今日、より重要なのは前章で触れたとおりである。これらは、こうした自己組織化のメカニズムが、前稿以来問うている現代経済における不均衡の常態化の根底であると同時に、イノベーションの源泉ともなると考える根拠となり得る。
3.2　実効資産ポテンシャルとエントロピーの最大化
3.2.1　資産動学と実効資産ポテンシャル
　以上の議論を踏まえ、本節では前稿のモデルの再検討を試みたい。
　まず、前稿の資産の動学式では、当該経済と外部環境との資産水準差に基づく資本の拡散項を設けていた。しかし、前節までの議論を踏まえると、この資産水準差について、資本生産性や資産収益率などによる「調整」を加味する必要がある。加えてその際、先ほどの考察の中で重要な役割を担っていた全要素生産性について、関数形を特定しない段階でもその影響が明示され得るよう、生産関数の外に出すことが妥当だろう。
　よって、以下のように変更する。


　ここで、は一人当たり資産水準、はその時間微分（変化量）である。また、は総資産のうち金融資産が占める割合なので、は実物資本ストックである。他方、は生産関数、は全要素生産性であるため、は一人当たり生産である。さらに、は消費である一方、は金融資産の収益率、は減価償却率、は人口増加率であるため、は金融資産の収益から減価償却及び人口増による希薄化を差し引いたものである。つまり、ここまでの部分で、当該経済の内部における資産の動態、すなわち生産や運用収益から消費や減耗・希薄化分を差し引いた純増を示す。
　そのうえで、以降は当該経済と外部環境との資産のやりとりであり、は資産水準差に基づく資本の拡散項である。ただ、前稿では、上段の式に示すように、この変数に単に当該経済及び外部環境（添字で示す）の資産水準をそのまま用いていたが、本稿では、これらを各々の生産関数の一階微分である資本の限界生産性で除して「調整」したものに改める。言い換えれば、前稿のモデルは、この調整を加味する前の「（水たまりの例でいう）くぼ地」のない系であったとも言える。
　以降、この資産水準を限界生産性で除したものを、本稿では「実効資産ポテンシャル」と呼ぶ。
　実効資産ポテンシャルは、当該経済の資産水準を収益率で除したものなので、収益率を単位としてみた資産の量である。よって、仮に同じ資産水準でも収益率が倍であれば、その資産は倍の運用収益をもたらすなどの意味合いを持つ。通常、経済学では、収益率自体をもって（つまり、これを価格などと同様の名目変数として）市場における裁定取引が生じると捉えるが、私達が日常の取引で意識するのはむしろ利子、配当など運用収益の「額」や、それらを踏まえた資産のより良い「配分」である。よって、経済間の資金の移動が、実効資産ポテンシャルの差異によって生じるというのは、直観的にも一定の妥当性を有する。
　そして、この実効資産ポテンシャルが資金移動を駆動するという視点は、既存の経済学が前提としてきた「収益率の収斂」を、より包括的な枠組みの中に位置づけ直すものである。仮に収益率が収斂するケースがあったとしても、それは実効資産ポテンシャルが資金移動を駆動する過程での一つの特殊解に過ぎない。つまり、ここにあるのは価格調整と数量調整の違いであり、前稿及び本稿で一貫して訴えているのは、現代経済における資産動学を考えるに当たって、前者のみでなく後者がより重要となっているのではないかという視点である。よって、たとえ仮に収益率が収斂したとしても、実効資産ポテンシャルに差異があれば、系には各経済間での資金移動が残存したまま、「不均衡を内包した均衡」ともいうべき定常状態に達し得る。
　これらのことは、例えばルーカス・パラドックスやフェルドシュタイン・ホリオカの逆説のような国際経済学上の理論問題に新たなアプローチを与える。また、現実経済においても、例えば自由化や規制緩和、金融技術や情報通信技術の発達によって世界の金融市場がこれほどまでに融合し、一体化しても、なぜ利子率が収斂しないのかとか、国や地域における所得や資産の格差が縮小するどころかむしろ拡大しているように見えるのはなぜなのかといった今日的な現象を解明する糸口となりうる。
3.2.2　実効資産ポテンシャルと経済学的エントロピー
　資金は、実効資産ポテンシャルが高く収益率に対して資産が過剰な経済から、それが低く収益率に対して資産が過小な経済へと移動する。系には常に実効資産ポテンシャルの差を解消しようとする圧力が働くが、その一方、経済主体の最適化行動の下、いずれかの時点で資金の産出・費消と流入出が相殺される状態に落ち着く。
　そこでは、経済間での資金の不均一な分布と実効資産ポテンシャルの勾配が維持されたまま、相互の流入出が残存する。ここで再びくぼ地にできる水たまりにたとえるなら、その地面のところどころには湧き水（生産・産出）や地下水脈への吸入口（費消）があって、その湧出量や吸入量がそこに集中又は拡散する量と釣り合い、均一な水面を保っている状態である。これは物理学における散逸構造に類するものと言え、実効資産ポテンシャルの勾配というマクロ的な力と、経済主体の効用最大化というミクロ的な力が釣り合った状態である。
　よって、まず、系におけるこの実効資産ポテンシャルの勾配を、それらの標準偏差として以下のとおり表す。

　上式中、系は添え字で区別される個の経済からなるものとし、は経済の実効資産ポテンシャル、はその平均である。そのうえで、このを用いた以下を経済学的エントロピーとして定義する。

　系内の各経済の実効資産ポテンシャルが均一になれば分母がゼロになるため、この値は無限大になるし、分布に偏りがあればその程度に応じた一定の値になる。系における資産の分布はこの値が大きくなる（実効資産ポテンシャルの差が均される）方向へと自発的に変化し、何らかの外力が作用しなければその逆は生じにくい。
　また、分布が一点に集中している（が大きい）状態は、系がとり得る状態数が極めて限定的な「秩序だった状態」であり、逆に広く分布している（が小さい）状態は、多くの配置が許容される「無秩序な状態」である。よって、分数部分は状態数に比例すると考えられるため、複数の系や経済を対象にした状態数はこの積で算出できるが、ここではその対数をとっていることから、数学的には、分数部分の積の対数は対数変換後の対数の和でもって代えることができ、相加性のある数量となっている。
　このように、系内各経済の実効資産ポテンシャルの標準偏差の逆数（の対数）という値は、当該の系における自発的かつ不可逆的な資金移動の余地や方向を示すとともに、その大小関係が資金の分布の状態数の多寡を示す。つまり、熱力学におけるエントロピーと極めて類似した指標である。
3.3　定常状態条件における資本効率の意味
　さて、前稿と同様、消費及び金融資産の保有による効用関数の無限期間に渡る最大化、つまり、

を考える。ただし、は時間選好率である。ハミルトニアンは、共状態変数を用いて以下で定義される。

　すると、最適化の条件等は以下のとおりとなる。
3.3.1　消費に関する一階条件
　効用関数の消費による偏微分をとすると、

3.3.2　共状態変数に関する一階条件
　効用関数の金融資産による偏微分をとし、また、拡散項に微分のチェーンルールを適用することとして、拡散項の実効資産ポテンシャルによる偏微分を、さらにを含んだ実効資産ポテンシャルに商の微分公式を適用すると、


　ここで上式中、実物資本ストックによる生産に伴う純収益率及び金融資産の収益率を保有割合で加重平均した部分があるので、前稿同様、これを資産の総収益率で表す。つまり、以下である。

　また、一番左の項の分数部分の理解のため、一旦、及びとおくと、

となる。このうち、部分は、資本の限界生産性の実物資本ストックに対する弾力性、つまり、後者の微小変化に伴う前者の変化率である。これは、通常の単調増加かつ限界生産性逓減の仮定の下では、かつであるので負となる。よって、部分は通常、1より大きくなり、その程度はこの弾力性の絶対値が大きい（曲率が大きい）ほど大きくなる。
　他方、は資本の限界生産性そのものであり、その逆数は、追加的な一単位の生産に要する資本の量を示す。よって、この項全体としては、追加的な一単位の生産に必要な資本ストックの量を弾力性で補正したものと言える。通常、資本蓄積が進み限界生産性が低下する（分母が小さくなる）ほど、この項の値は大きく、生産関数の曲率が大きければその程度もより大きくなる。つまり、これは資本蓄積に伴う限界生産性の逓減の程度を表す指標と言え、以降、これを「資本飽和係数」と呼び、で表す。
　その結果、先の共状態変数の一階条件は以下のとおりとなる。

　さらに、消費の一階条件から、両辺をこれで割ると、共状態変数の動学として以下が導出できる。

3.3.3　オイラー方程式の導出と定常状態条件
　前項と同様、消費の一階条件の時間微分を行い、異時点間の代替率（相対的リスク回避度の逆数）を用いると、上記の共状態変数の動学式から、以下のオイラー方程式を導出することができる。

　さらに、ここでの定常状態を仮定すると、以下の定常状態条件を導くことができる。

　この条件式の前稿との違いは、資本の拡散項にが乗じられている点である。このため、資金の散逸の程度は、資本飽和係数が大きい（生産関数の曲率が大きく、資本蓄積に伴って限界生産性がより逓減しやすい）ほど強く、逆に全要素生産性が大きいほど弱くなる。これは、資本効率が高い（資本飽和係数が小さいか、全要素生産性が大きい）経済であればあるほど、当該経済内に多くの資金を蓄積できることを示している。
　したがって、先の「くぼ地にできる水たまり」のたとえで言えば、資本効率の高さはくぼ地を「掘り下げる」ようなもので、たとえ水面が水平でも周辺より水深が深い＝より多くの資金が蓄積できるように作用する。
　なお、通常であれば以降、横断性条件の吟味や関数形を特定するなどしたうえでの安定性解析を行うが、これらは既に前稿で行ったものと本質的には変わらないため、割愛する。
4.　分極化する世界と散逸構造としての経済理解
4.1　実データに垣間見る各国経済の分化
　前章のモデル、特に本稿で新たに取り入れた資本効率と資金移動の関係について、実データをもとに以下、その妥当性を考察する。図３は、各国の資本効率を横軸に、経常収支を縦軸にプロットしたものである。国ごとに過去10年間の平均をとっており、当該期間に必要なデータが入手可能な約120か国を対象にしている。
　ちなみに、横軸（資本効率）に資本生産性を全要素生産性で除して対数をとっているのは、前章のモデルと同じ変数（ただし、実物資本ストックをとおく）で表すと、下式のとおり、純粋な資本ストックの効率のみを取り出すためである。

　図から、両者には一定の負の相関、つまり、資本効率が高ければ経常収支が赤字になりがちな傾向が見て取れる。経常収支の赤字は資本収支の黒字、すなわち資本の流入超過を示しており、各国間の横断面での比較においては、前章で定式化したとおり、資本効率が高い方に資金が流れる力学の存在を示唆させる。
　次に図４は、このうちの5か国（日本、アメリカ、ドイツ、中国、イギリス）について、1980年以降の経常収支及び資本生産性の推移を見たものである。
　うち、経常収支について言えば、わが国が慢性的に黒字である一方、アメリカやイギリスは赤字で推移している。また、ドイツは90年代の共通通貨導入後の十年ほどを除けば黒字で、その程度は近年、拡大している。さらに、中国は2000年代前半に大幅な黒字を記録して以降、近年は縮小傾向にある。
　他方、資本生産性について言えば、近年にかけて中国が急低下しており、わが国もそこまでの程度ではないものの、特に90年代以降は低下又は横ばいである。対してドイツやイギリスは期間を通じておおむね横ばい、さらにアメリカはやや上昇傾向にある。

図５　各国の各年ごとの資本効率及び経常収支（1980～2022年）

　こうした各国ごとの経常収支や資本効率の推移を踏まえると、図３で示した直近時点での各国間の負の相関も、そこに至るまでに各々に多様な推移があることが示唆される。実際、図５は、先ほどの5か国について、1980年以降の各年のデータをプロットしたものであるが、大別して2つのパターンが垣間見える。
　その一つは、アメリカやイギリスのケースであり、各国ごとに時系列でみても割と明確な負の相関があることと、期間を通じて左から右、つまり、資本効率が改善する方向に推移していることが共通している。よって、これらは資本効率の改善が「くぼ地」を一層深くし、当該経済外からより多くの資金を吸引・蓄積する傾向を示しており、その結果として経常収支が赤字化する構図があるように思われる。
　もう一つは、わが国や中国のケースであり、これらはアメリカなどのような明確な負の相関はない。また、ドイツも含めて、時系列でみて右から左、つまり、資本効率が悪化する方向に推移している。よって、これらは資本効率の悪化によって「くぼ地」が浅くなり、生み出した資本や資金が経済外に散逸していく構図があるように思われる。すると、これらの国の経常収支黒字も単にその結果に過ぎないのかもしれない。
　アメリカやイギリスのような比較的明確な負の相関は、資本効率の改善が資本流入を誘発するある種の「引力」の存在を示唆している。対照的に、わが国やドイツ、中国など相関が不明瞭、あるいはさらに正の兆候を示す（紙幅の都合で掲載しないが、NIESやASEANなどアジア諸国に多い）のは、これらの国々では資本が既に飽和し、過剰貯蓄や資本流出の下で国内の経済停滞に直面している可能性がある。
　さらに、こうした双方のパターンの違いは、図６に示すように、制度部門別の貯蓄投資バランス（資金過不足）にも垣間見える。まず、企業部門（非金融法人企業）に着目すると、わが国やドイツが概ね資金余剰で推移し、特にわが国はその程度が著しく大きいことに対し、アメリカやイギリスは必ずしもそうではない。
　次に、これら企業部門と家計部門の資金余剰は、わが国では主に政府部門の、ドイツでは海外部門（おそらくは主にユーロ圏債務国）の資金不足をファイナンスしている一方、アメリカやイギリスでは、政府部門に加えて時に企業部門の資金不足を海外部門の資金流入がファイナンスしている。マクロ経済学の貯蓄投資バランスにおいては、企業部門の資金不足を家計部門の資金余剰がファイナンスするのがセオリーだが、こうした観点からみると、わが国やドイツは必ずしもそうではなく、国内に魅力的な投資機会が十分にないことを示唆している。
　なお、中国については、特にリーマンショック以降、企業部門が大きな資金不足を抱え、これらと政府部門の資金不足を家計部門や金融機関の資金余剰がファイナンスしている構図にある。これは、同国の特殊な政治経済体制の下、政府主導で有効需要の創出も念頭に巨額の投資が促されてきたものと思われ、そのことは先に見た資本効率の急激な低下や、昨今の不動産バブルの崩壊などにも帰結しているように見える。
　このような各国・地域における制度部門別の貯蓄投資バランスの差異と、各々の成長モデルとの関係については、ヴェイグ（Vague, 2023）も指摘している。実際、彼が提唱する「負債の経済学」には首肯するところも少なくない。例えば、経済成長は超過需要によってもたらされ、その超過需要は（経済全体としてみれば「誰かの資産は誰かの負債」なのだから）債務に裏打ちされているといった見方は、前稿及び本稿で提示する数理モデルにおいて、制約条件である資産の動学式に資産水準や資本収益率の差異に基づく経済外との資金流入出を加えていることにも対応する。
　だが、彼の議論には違和感や限界を感じる面もある。一つは、彼が主要7か国（日・米・英・仏・独・中・印）をもとに提示している成長モデルの３類型（超過需要を裏打ちする債務の担い手に着目した政府債務モデル、企業債務モデル、純輸出モデル）が、いささか普遍性を欠くことである。OECDのData Explorerをもとに、四十数か国先の5ヶ国を含めて必要なデータが入手可能な40ヶ国に対象を広げてみると（残りの35ヶ国の図表は本稿最末尾に参考として掲載）、彼が「例外」としたドイツの「純輸出モデル」は、実際にはスウェーデン、オランダ、デンマーク、ノルウェーなどの欧州債権国にも当てはまる。また、同じく彼が「例外」とした中国の「企業債務モデル」も、チリやメキシコなどの新興国やポルトガル、ハンガリーにも当てはまる。さらに、ルーマニア、ギリシャ、カナダ、ブルガリアは、彼が提示しえていない「家計債務モデル」とも言うべき状況にあり、実際、カナダの高水準の家計債務はIMFなど国際機関からも注視されている。あるいは、わが国はヴェイグの分類では政府債務モデルだが、実際にはこれと純輸出モデルとのハイブリッドと理解した方がよく、同様に、韓国やスイスは企業債務モデルと純輸出モデルとのハイブリッドという理解すべきだろう。
図６　各国の制度部門別貯蓄投資差額（資金過不足）のGDP比（1995～2024年）
出所）OECD Data Explorerから、Institutional Sector 別のNet lending/net borrowingを各国GDPで除したもの

　もう一つは、企業会計流の見方が基礎にあるために、マクロ経済の本質を捉え損ねている側面がある。例えば、彼は過去の歴史的な経済事象なども踏まえて、一般的に問題視される政府債務より以上に民間債務の累増こそが信用崩壊を通じて経済危機を招くとの見方をしている。確かにそういう面もあるが、他方でかつての金融危機の後半に起こったこと（ギリシャやキプロスの危機、それらを発端としたユーロ危機など）は明らかに政府の財政への信認の問題であったし、第二次トランプ政権成立以降の米ドルと米国債に関する市場の動揺もまた、公的部門の問題に端を発する。
　ヴェイグは、債務による超過需要の創出こそを経済成長の原動力としながらも、経常収支の赤字、つまり、資本収支の黒字であって他国からの資本輸入については、どちらかといえば成長の制約要因として捉えている節がある。しかし、本稿及び前稿で提唱する資産動学の観点からすれば、貸し借りそれ自体をもって即、その是非や可否が問われるのではなく、その持続可能性こそを焦点とすべきであろう。慢性的な経常収支赤字を抱えながらも成長を維持するアメリカ経済の事例は、基軸通貨への信認のみならず、本稿のモデルが示す通り、その持続可能性の鍵が資本効率にあることを示唆している。
　いずれにせよ、アメリカなどが資本フローを能動的に制御し、自国経済の秩序を維持するいわば「自己組織化する経済」である一方、わが国などはそれらの挙動に左右される受動的な立ち位置にある「散逸する経済」を脱しえておらず、こうした異なる位相の下にある経済が混然一体となりながら、系全体の力学が形成・維持されていると捉えることができよう。
4.2　散逸構造としての経済理解と政策的示唆
　経済学的エントロピー及び実効資産ポテンシャルを用い、前節のデータに基づく考察も踏まえることで、前稿のモデルはより一層、現実経済の理解を容易にする。以下、そこから得られる示唆を、今日的な経済事象と結びつけて検討する。
4.2.1　資本効率と不均衡の多様性
　標準モデルでは、均衡において収斂するはずの資産収益率と時間選好率は、前稿及び本稿のモデルでは収斂しない。これは、現実経済において国や地域の不均衡が常態化・慢性化していることに対応する。
　前稿のモデルでは、この背景として、時間選好率は各経済のいわば個性であって各々に固有で多様であり、その前提の下、資産選好と資本の拡散とがこの乖離を維持するよう作用することをあげた。そのうえで、定常状態条件から明らかなように、たとえ時間選好率が高い経済であっても、資産を選好する程度が強いか、資本の拡散の程度が弱ければ、当該経済の資金不足は緩和され、資産収益率は時間選好率の水準までは上昇せずにとどまるし、その逆もまた真であるとした。
　本稿のモデルでは、このうちの資本の拡散について、実効資産ポテンシャルや資本飽和係数といった概念を導入することで、現実経済のさらなる理解を試みている。具体的には、先の定常状態条件が示すように、同一の資産水準であっても、生産関数の曲率が大きく資本飽和係数が高い経済の方が当該経済からの資本の拡散が生じやすく、逆に全要素生産性が高い経済では拡散しにくい。これは、あたかも「くぼ地にできる水たまり」のように、個々の経済が資金を「抱え込める」程度が、その資本効率に左右されることを意味する。
　このように捉えることで、既に資産水準が高い先進国経済の中でも、例えばアメリカ経済のように持続的な生産性の向上等で資本効率が改善し続ける経済が、なお一層の資金を吸引・蓄積し続けることを説明することが可能になる。あるいは、投資資金が流入する新興国経済であっても、経済構造の再編による資本効率の改善が伴わなければ、いずれ資金流出を招いて停滞に陥りやすいといった現象の理解が可能になる。
　これらの結果、前稿でも述べたように、経済政策の新たな視点として「望ましい定常状態を選択する」という考え方があり得るし、その一策として「資本や資金の移動を政策的に制御する」というアプローチが見えてくる。例えば、足元の過剰消費など需要の過熱と投資不足に苛まれる経済であれば、定常状態条件を踏まえると、時間選好率の抑制や資産選好の強化を促すとともに経済外への資金の散逸を促進することがあるだろう。その際、課税や規制、あるいはインセンティブなどの施策とともに、本稿の考察に基づけば、資本効率に基づく「くぼ地」の深さを調整するといったアプローチも考えられる。
4.2.2　消費の停滞と資本の拡散
　先のオイラー方程式が示すように、消費成長に対して、資産収益率や資産選好は正の寄与、時間選好率や資本の拡散は負の寄与をする。これは、資本の収益率が高いか、資産の蓄積を好む経済は、貯蓄率が高く、将来的な消費の伸びにつながりやすいことを意味する。また、将来より現在の効用に重きがあったり、資金が拡散している経済は、貯蓄率が低く、先々の消費の頭打ちにつながりやすいことを意味する。
　そのうえで、本稿のモデルでは、この資本の拡散の程度が資本効率で「補正」される形式になっている。これは資本効率が低い、つまり、資本飽和係数が高いか、全要素生産性が低い経済は、そもそもの資産蓄積の効率がいいとは言えず、資金逃避によって将来的な消費の停滞を招きやすいことを意味する。このことは、多くの国や地域において、経済の成長・発展に伴っていずれ内需の減退に直面する傾向があることに通じる。
　例えば、わが国などの先進国経済の内需の低迷の背景には、国内のイノベーションの停滞による全要素生産性の伸び悩みなどが関係している可能性がある。また、中国など新興国経済の「中進国の罠」と呼ばれる現象の背景には、法制度や社会インフラの未成熟が、経済社会の構造的硬直化を招いて資本飽和係数を上昇させがちなことが関係している可能性がある。さらに、これらの国や地域の多くは経常収支が黒字だが、本稿の考察に基づいて、資本効率の低さが国内に資金を抱え込める程度を制約し、消費停滞を招いているという見方に立った場合、その黒字もまた、一般的に言われるような産業競争力云々といった実体経済の供給側の要因のみでなく、資金を溜めるだけの「くぼ地の深さ」が足りずに資金が流出する結果に過ぎないとの解釈も可能である。
　そして、このように資金移動が金利差等のみではなく、資本効率に基づく構造的な「くぼ地の深さ」によって決まると考えた場合、これまでの金融政策や財政政策にも再考の余地が生じる。なぜなら、くぼ地の形を変えることなく注ぐ水の量や勢い、その方向だけを調整しても、より深いくぼ地にはより多くの水が溜まるが、くぼ地が浅ければそこから水があふれ出るだけだからである。要は、需要サイドのいわゆる有効需要創出策にしても、そのいわば「エネルギー」の注入とともに、その「受け皿」、つまり、供給側の資本効率の改善とのバランスの下で講じられなければならない。
4.2.3　散逸構造とイノベーションの源泉
　本稿のモデルでは、国や地域の間での資金の移動は、資産水準を資産収益率で補正した実効資産ポテンシャルが駆動する。一方、均衡は、この資金移動をはじめとした資産の動学を制約条件としながらも、あくまで経済主体の主体的均衡、つまり、消費と資産保有による効用の最大化によってなされる。
　この結果として、均衡において必ずしも資金移動が消失するとは限らず、実効資産ポテンシャルの勾配が維持されたままであっても定常状態に達し得る。これは、当該経済内のメカニズムによる資産の産出（又は費消）と、経済外への資産の散逸（又は流入・集中）とが釣り合うことで、結果として消費や資産が一定水準を保つ状態である。その一方には経済主体の主体的均衡の力学があり、他方には実効資産ポテンシャルに基づくエントロピー最大化への圧力があって、この両者の緊張関係が織りなす動的均衡と捉えることができる。つまり、非平衡開放系としての定常状態、いわゆる散逸構造である。
　これらを踏まえると、あたかも「より深いくぼ地はより多くの水をため込み、さらにくぼ地の深さを増していく」といったように、資本効率に基づく資金の集中がイノベーションの源泉となり、さらなる自己組織化を招くメカニズムがあり得ることを示唆する。経済システムをこのように捉えることで、これほどまでに金融技術が発達し、自由化や規制緩和などもあいまって金融市場の世界的な統合が進んだ今日においても、なぜ実需をはるかにしのぐ資金の移動が生じ、実体経済を揺るがし続けているのかを理解することができる。
　また、これは国際経済で言えばアメリカ経済、地域経済で言えば都市経済のように、当該経済外から資金を吸引し続け、先端分野を開拓しながらイノベーションの「極」となるような経済が、なぜ存在し得るのかにも通じる。例えばアメリカのような経済は、経常収支の赤字を一見、「垂れ流している」ように見えて、その実、前節で多国間データとともに考察したように、資本効率を耐えず改善して「くぼ地を掘り下げ」ながら、この散逸構造を維持する一方の極となっているのである。
　これらのことは、いわゆるイノベーション創出策などの産業振興策に再考を迫る。通常、そうしたテーマで講じられるのは、ビジネスやプロダクトの開発に向けた奨励策であり、特定分野への生産要素の投入拡大などを意図したものであることが多い。しかし、本稿の考察、特に資本効率に基づく資金の集中・自己組織化というメカニズムに基づけば、これら実体経済の供給側にフォーカスしたアプローチのみでは十分ではなく、特に資金や資本のフローから疎外された国や地域においては、その文脈の中に再度、自らを押し込むような手立ても必要となる。わが国でも昨今、各地で取り組まれるようになったスタートアップ振興策などが典型的であるように、これらの取組においては、実体経済面のみでなく資産経済面での取組も重要である。
　また、社会的なセーフティネットや再分配政策についても、現代的な新たな視点の下に位置付けることができる。これらは従来、多くは経済政策というよりは社会政策、つまり、公平性や社会正義の下で論じられることが多かった。その後、最近では、国や地域、人々の間での格差の拡大・固定化などを背景に、経済システムの維持・成長を持続可能なものとする観点からもその必要性が論じられ始めている。だが、本稿の考察に基づけば、これらに加えて、器の底に溜まった資産が「淀み」となって代謝を阻害しないような手立てとして捉え直すこともできる。つまり、分化する経済のうち、特に「自己組織化する経済」の側には一定の経路依存性が伴う。要は、「富める者はますます富む」わけである。だが、これらの経済が資本効率の向上を無限の彼方まで永続させられるとは限らないし、このことは、昨今の世界経済の迷走がまさに物語っている。であれば、系全体が「熱的死」に至ることなく散逸構造を維持するために、再分配を系内部のポテンシャル勾配を適切に保つ手段として位置付け直すということが考えられる。
5.　課題と展望：「熱的死」に抗う処方箋としての経済学
　前稿及び本稿の分析を通じて、経済システムは標準モデルが示すような単一の均衡に収斂するのではなく、個々に不均衡を抱えた多様な経済が混在する「不均衡を内包する均衡」にあることを示した。また、その際、特に本稿の分析に基づくと、
・　個々の経済の資本効率が、各々の国や地域の対外収支や資産水準を規定する大きな要因であること
・　その結果、各経済は大別して「資金を吸収・蓄積し、自己組織化する経済」と「それらへの資金供給を通じて資金を散逸させる経済」とに機能分化していくこと
・　そのうえで、こうした異なる種類の不均衡を抱えた非平衡開放系の下にある各経済が、互いの過不足を補い合って系全体としての散逸構造を形成していること
を示した。
　それは、序章で述べたように、標準モデルが描く「均整のとれた網の目」ではなく、個々のピースが多様で固有の凸凹を有する「ジグソーパズル」のような経済像である。
　もっとも、こうした散逸構造は必ずしも絶対安定的なものではなく、常に流動的な要素をはらんだ、いわゆる動的均衡の下にある。先に述べたように、一方では経済主体の主体的均衡を前提としながらも、他方では資産動学に基づくエントロピー最大化への圧力に常にさらされる。
　例えば、アメリカ経済のような自己組織化する経済の側は、散逸構造の維持のために常に資本効率を改善し、「くぼ地」を掘削し続けていかなければならない。昨今のAI・半導体革命とも言うべき活況を踏まえれば、その余地は当面はあるのかもしれないが、世の常として、どこかでその限界に至らないとも限らない。今日の同国経済の活況の裏側で進む人々の間での格差と社会の分断、それらを背景とした政治の混迷などが、その兆候ではないとは言い切れないだろう。
　他方、では、わが国や中国のような資金を散逸させてきた経済がその位置にとって代わることができるのかと問われれば、そこにはまた別の課題がある。「とって代わる」ためには、本稿の考察に基づけば「くぼ地を掘り下げる」ような資本効率の向上、すなわち資本飽和係数の低下なり、全要素生産性の向上なりが必要になる。前者でいえば社会経済構造の硬直性の打開、後者で言えば画期的なイノベーションなどだが、これらがそう容易な課題ではないことは、わが国においてもう何十年も「構造改革」が叫ばれながらも一向にその成果が見えてこないことからも明らかである。
　先にも述べたように、世界経済は、各経済が各々の凸凹を補い合って成り立つジグソーパズルのようなものである。それは流動的で動的なもので、故に各国の経済産業構造が変化すれば凸と凹は容易に噛み合わなくなり、世界は新たな均衡を求めて激しく軋むだろう。あるいは、昨今の世界の政治・経済の混迷は、まさにその兆しなのかもしれない。仮に自己組織化する経済が隘路に陥り、かといって散逸する経済がそれに代わり得る軸や極となり得なければ、世界は実効資産ポテンシャルが駆動するエントロピー増大への圧力の下、平板で代わり映えのしない、いわゆる「熱的死」に至るのかもしれない。
　であれば、経済学が目指すべきは標準理論が描く均衡ではないのではなかろうか。それは物理学で言う「熱的死」であって、経済学が目指すべきはその実現ではなく回避であるべきである。政策当局者に求められるのも、標準理論が描くような平板な均衡を目指すことではなく、自国経済が今、どのようなフェーズにあるのかを冷徹に見極め、系が崩壊しないようポテンシャルの勾配を管理することである。本稿の考察が、その補助線の一つとなれば幸いである。
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出所）以下から作成。

・ 資本の平均生産性：グローニンゲン大学「Penn World Table」

（ https://www.rug.nl/ggdc/productivity/pwt/ ）

か

らReal GDP at constant 2021 national pricesをCapital stock at constant 2021 national pricesで除したもの。

・ 全要素生産性：同上のデータからTFP level at current PPPs を採用。

・ 経常収支GDP比：IMF「World Economic Outlook」のCurrent account balanceのPercent of GDPを採用。
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図４a 経常収支の名目GDP比の推移
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出所）IMF「World Economic Outlook」のCurrent account balanceのPercent of 

GDPから作成。
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図7-26 ポーランド
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図7-27 ポルトガル
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図7-28 ルーマニア
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図7-29 ロシア
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図7-30 スロバキア
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図7-31 スロベニア
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図7-32 南アフリカ
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図7-33 スペイン
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図7-34 スウェーデン
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図7-35 スイス
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図7-17 アイルランド

海外 一般政府

金融機関 非金融法人企業

家計・対家計非営利サービス


image86.emf
-30

-20

-10

0

10

20

30

95 00 05 10 15 20

図7-18 イタリア
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図7-19 韓国
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図7-20 ラトビア

海外 一般政府

金融機関 非金融法人企業

家計・対家計非営利サービス


image89.emf
-30

-20

-10

0

10

20

30

95 00 05 10 15 20

図7-21 リトアニア
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図7-22 ルクセンブルグ
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図7-23 メキシコ
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図7-24 オランダ
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